
従業員の個人住民税の特別徴収を実施していない事業者の皆様へ 

 

富山県と県内全市町村は、平成29年度から住民税の特別徴収完全実施に取り組みます。 

現在、特別徴収を行っていない事業者の方におかれましては、特別徴収の準備をお願

いします。 

 

 

■個人住民税の特別徴収とは、所得税の源泉徴収と同様に、事業者（給与支払者）の方が、個人住

民税の納税義務者である従業員（給与所得者）に代わって、毎月従業員に支払う給与から個人住

民税（市町村民税＋県民税）を徴収（天引き）し、従業員の所在地の市町村に納入していただく

制度です。 

（所得税と違って、個人住民税の税額は市町村から事業者の方に通知しますので、計算する必要は

ありません。） 

■地方税法第３２１条の４および各市町村の条例により、給与を支払う事業者で所得税の源泉徴収

の義務のある方は、特別徴収義務者として個人住民税の特別徴収を行っていただくこととなって

います。 

 

※ 県内市町村の住民税担当課や制度の詳細については、 

富山県ホームページの税務課のお知らせ「個人住民税の特別徴収完全実施について」をご

覧ください。 

        http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1107/kj00015985.html 

 

詳しくは、従業員の所在地の市町村住民税担当課にお問い合わせください。  

富山県経営管理部税務課 

 

http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1107/kj00015985.html

